
 

品川区公衆浴場設備等整備補助金交付要綱 

制定 昭和６０年 ４月 要綱２０３号 

改正 平成１０年 ６月 要綱 ４９号 

改正 平成１８年 ２月 要綱 １１号 

改正 平成２６年１１月 要綱１６１号 

改正 平成３０年 ２月 要綱 ２０号 

改正 平成３１年 ３月 要綱 ７９号 

（目的） 

第１条 この要綱は、公衆浴場の設備等の更新に必要な費用の一部として、公

衆浴場設備等整備補助金（以下｢整備補助金｣という。）を交付することにより、

区内公衆浴場の転業または廃業を防止し、もって区民の保健衛生の向上と公

衆浴場の経営の安定および振興を図ることを目的とする。 

（規則との関係） 

第２条  この整備補助金の交付に関しては、品川区補助金等交付規則（昭３９   

年品川区規則第４号）に定めるもののほか、この要綱による。 

（交付対象者） 

第３条  整備補助金の交付を受けることができる者は、公衆浴場の設備等の更      

新を行う品川区公衆浴場商業協同組合加入の公衆浴場経営者で、引き続き３

年以上公衆浴場の経営を予定しているものとする。 

（対象経費） 

第４条 補助の対象となる経費は、次に掲げる経費のうち区長が必要かつ適当

と認めるものとする。 

(1)  公衆浴場設備のうち、ろ過器、かま、温水器および給排水湯設備の更

新に必要な経費。 

(2)  公衆浴場施設の改修ならびに安全器具等の設置に必要な経費。 

(3)  東京都の実施する公衆浴場耐震化促進支援事業補助金（以下「耐震化

補助金」という。）ならびに公衆浴場クリーンエネルギー化等推進事業

補助金（以下「クリーンエネルギー化等補助金」という。）の交付を受

けた場合における、当該補助金の対象となった経費。 

（交付の額） 

第５条 整備補助金の交付額は、当該年度の所要経費の３分の２とし、一公衆

浴場について、３００万円を限度とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、耐震化補助金ならびにクリーンエネルギー化等

補助金の交付を受けた場合で、当該補助金の対象となった経費に係る整備補

助金の交付額は、別表のとおりとする。 

３ 整備補助金の交付総額は、毎年度予算で定める範囲内とする。 

（交付申請） 



第６条 整備補助金の交付を受けようとする者は、補助金交付申請書（様式１）

を区長に提出しなければならない。 

２ 耐震化補助金またはクリーンエネルギー化等補助金の交付を受けた者で、

当該補助金の対象となった経費に対する整備補助金の交付を受けようとする

者は、補助金交付申請書（様式１）に耐震化補助金またはクリーンエネルギ

ー化等補助金の交付決定書の写しを添付して区長に提出しなければならない。 

（交付の決定および通知） 

第７条 区長は、前条の交付申請があったときは、その内容を審査し、整備補

助金の交付の可否およびその額を決定するものとする。 

２ 区長は、前項の規定より整備補助金を交付すると決定したときは、補助金

交付決定通知書（様式２）により、整備補助金を交付しないと決定したとき

は、補助金不交付決定通知（様式３）により、補助金交付申請者に通知する。 

（請求書等の提出） 

第８条 前条第２項の規定により、整備補助金の交付決定通知を受けた者は、

別に定める期限までに請求書（様式４）を区長に提出しなければならない。 

２ 第１０条本文に規定する事項を担保するため、整備補助金を受けようとす

る者は、連帯保証人の連署する保証書（様式５）を提出しなければならない。 

３ 前項の連帯保証人は、品川区公衆浴場商業協同組合理事長とする。 

（実績報告書） 

第９条 整備補助金の交付を受けた者は、当該工事完了後速やかに実績報告書

（様式６）を区長に提出しなければならない。 

（補助金の返還） 

第１０条 整備補助金の交付を受けた者が、整備補助金交付決定後３年以内に

転廃業をした場合は、次に掲げる期間に応じ、整備補助金交付額の全額また

は一部を品川区に返還しなければならない。ただし、区長は、災害その他特

別な理由があると認めるときは、整備補助金交付額の全額または一部の返還

を免除することができる。 

(1)  １年以内           交付額の全額 

(2)  １年を超えて２年以内     交付額の１／２ 

(3)  ２年を超えて３年以内     交付額の１／４ 

 

付  則 

この要綱は、昭和５３年４月１日から施行する。 

付  則 

この要綱は、昭和５７年５月２６日から施行する。 

付  則 

この要綱は、昭和５９年６月２２日から施行する。 

付  則 

この要綱は、昭和６０年４月１日から施行する。 



付  則 

この要綱は、昭和６３年４月１日から施行する。 

付  則 

この要綱は、平成元年４月１日から施行する。 

付  則 

この要綱は、平成２年４月１日から施行する。 

付  則 

この要綱は、平成３年４月１日から施行する。 

付  則 

この要綱は、平成４年４月１日から施行する。 

付  則 

この要綱は、平成５年４月１日から施行する。 

付  則 

この要綱は、平成６年１２月１日から施行する。 

付  則 

この要綱は、平成７年２月１日から施行する。 

付  則 

この要綱は、平成１０年６月１８日から施行する。 

付  則 

この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 

付  則 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

付  則 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

付  則 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 別表 

 

事項名および対象経費 
補助対象経費

の限度額 

補助金の額 

補助率 補助金の限度額 

１ 耐震補強工事 

耐震化補助金の交付決定の対象と

なった経費 

応急的修繕 

１施設につき 

６００万円 

 

計画的修繕 

１施設につき 

１，０００万円 

応急的修繕 

補助対象経費の

６分の１以内 

 

計画的修繕 

補助対象経費の

６分の１以内 

応急的修繕 

１施設につき 

１００万円 

 

計画的修繕 

１施設につき 

１６６万円 

２ クリーンエネルギー化 

クリーンエネルギー化等補助金の

交付決定の対象となった経費 

 

１施設につき

６００万円 

補助対象経費の

６分の１以内 

１施設につき 

１００万円 

３ コージェネレーション

設備設置 

クリーンエネルギー化等補助金の

交付決定の対象となった経費 

 

１施設につき

４５０万円 

補助対象経費の

４分の１以内 

１施設につき 

１１２.５万円 

４ 太陽光発電システム 

設置 

クリーンエネルギー化等補助金の

交付決定の対象となった経費 

 

１施設につき

４４０万円 

補助対象経費の

４分の１以内 

１施設につき 

１１０万円 

５ ＬＥＤ照明器具設置 

クリーンエネルギー化等補助金の

交付決定の対象となった経費 

 

１施設につき

３００万円 

補助対象経費の

４分の１以内 

１施設につき 

７５万円 

６ 既設ガス燃料設備更新 

クリーンエネルギー化等補助金の

交付決定の対象となった経費 

 

１施設につき

６００万円 

補助対象経費の

６分の１以内 

１施設につき 

１００万円 

 


